
・不正請求削減の為、自治体にて介護事業者の計画書と実績を電子データでチェック。

（計画した介護サービスが要介護者に適正であるかどうか？本当にそのサービスが実施されたかどうか？が現状の
紙ベースではチェックできていない。）

（２）介護サービスの適切な提供に向けたネットワークサービス


